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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



1【 No.1-1 】緊急時対策所

外観

免震重要棟

緊急時対策所

緊急時対策本部

１階平⾯図

緊急時対策本部 資機材室

X－Xʼ断⾯図

地盤⾼さ
▼EL50m

耐震構造の緊急時対策所を，EL50mの⾼台に設置している。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

N



2【 No.1-2 】緊急時対策所⽤発電機

緊急時対策所⽤発電機

全交流動⼒電源が喪失した場合に対処するため，代替交流電源設備として緊急時対策所⽤
発電機を配備している。

項⽬ 仕様
個数 ２（予備１）
容量 220kVA/台
電圧 210V
配備
箇所

・屋外（緊急時対策所北側）（２台）
・屋外（第４保管エリア）（１台）緊急時対策所 単線結線図



3【 No.1-3 】緊急時対策所換気空調設備
緊急時対策所内への放射性物質の侵⼊を低減⼜は防⽌するため，緊急時対策所内を正圧化

する設備として，緊急時対策所空気浄化送⾵機，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び
緊急時対策所空気ボンベを設置する。

【緊急時対策所空気浄化送⾵機】
項⽬ 仕様

台数 １（予備２）
容量 1,500m3／h／台
【緊急時対策所空気浄化フィルタユニット】

項⽬ 仕様
基数 １（予備２）
容量 1,500m3／h／基
総合除去効率 99.99%以上（0.7μm粒⼦）

99.75％以上（有機よう素）
99.99％以上（無機よう素）

【緊急時対策所空気ボンベ】
項⽬ 仕様

本数 454（予備86）
容量 50L／本
充填圧⼒ 約20MPa

緊急時対策所換気空調設備 配置図

空気浄化送⾵機及びフィルタユニット 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



4【 No.1-4 】換気空調設備(接続⼝・排気⼝)
緊急時対策所空気浄化送⾵機，緊急時対策所空気浄化フィルタユニット及び緊急時対策所

空気ボンベと接続⼝との接続は簡便な接続とし，容易かつ確実に接続できる設計としている。
空気浄化送⾵機及び空気浄化

フィルタユニット 接続⼝

排気⼝

空気ボンベ接続⼝

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



5【 No.1-5 】緊急時対策所チェンジングエリア
緊急時対策所には，緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況下におい

て，緊急時対策所への汚染の持ち込みを防⽌するため，モニタリング及び作業服の着替え等を
⾏うための区画（チェンジングエリア）を設ける。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



6【 No.1-6 】緊急時対策要員・機能班 レイアウト

緊急時対策所1階平⾯図 緊急時対策本部 レイアウト

緊急時対策所は，重⼤事故等に対処するために必要な数の要員を収容することができる設計
とする。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



7【 No.1-7 】緊急時対策所 保管資機材
緊急時対策所の資機材（放射線管理関係資機材）は，外部からの⽀援なしに７⽇間の

活動を可能とするために，緊急時対策所内に保管する。
配備する資機材の数量 資機材保管場所の位置及び調達経路

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



8【 No.1-8 】緊急時対策所 通信連絡設備
緊急時対策所には，重⼤事故等が発⽣した場合においても発電所内外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を⾏うための設備として，通信連絡設備を設置する。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



9【 No.1-9 】安全パラメータ表⽰システム(SPDS)
安全パラメータ表⽰システム（SPDS）は，SPDSデータ収集サーバ，SPDS伝送サーバ及び

SPDSデータ表⽰装置により構成し，緊急時対策所でプラントのパラメータを監視することができ
る設計とする。
安全パラメータ表⽰システム（SPDS）は，重⼤事故等時の対処に必要な監視パラメータを

緊急時対策所で記録することができる設計とする。

※１：国の緊急時対策⽀援システム。緊急時対策所のＳＰＤＳ伝送サーバから第⼀データセンターへ，
緊急時対策所のＳＰＤＳ伝送サーバから本社経由で第⼆データセンターへ伝送する。

※２：通信事業者所掌の統合原⼦⼒防災ネットワークを超えた範囲から国所掌のＥＲＳＳとなる。



10

防波壁

Ｎ

敷地内へ津波の浸⽔を防ぐため，施設護岸に沿って⾼さ海抜15m，延⻑約1.5kmの防波壁
を，地震⼒に対し⼗分な⽀持性能を有する地盤上に設置している。

写真②

写真②

写真①

写真①

１号炉

３号炉

２号炉

【 No.2-1 】防波壁



11【 No.2-2 】防波壁，防波壁前⾯の洗掘防⽌対策
防波壁（全線約1.5km）は，⼤半の区間が堅固な岩盤に⽀持されており，液状化影響の問題はない。
また，3号機北側の⼀部区間のみ，砂堆積部を介在するため，液状化対策（地盤改良）を⾏っている。
防波壁は「港湾の施設の技術上の基準」を適⽤し，港湾施設として設計している。

多重鋼管杭式
擁壁
（岩盤支持）

波返重力擁壁
（岩盤支持）

波返重力擁壁
（改良地盤部）

鋼管杭式逆Ｔ
擁壁
（岩盤支持）

海抜15.0m

海抜15.0m

海抜15.0m

防波壁の位置図

海抜15.0m

※グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

※

※

※

Ｎ



12【 No.2-3 】防波壁（多重鋼管杭式擁壁の構造概要）
N

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）を構成する部位
は，鋼管杭，被覆コンクリート壁，⽌⽔⽬地で
あり，基礎地盤である岩盤により⽀持されている。
また，⼀部区間において周辺の砂礫層を地盤改
良している。

中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ

地中部詳細平⾯図

直径2.2m,厚さ25mm
直径2.0m,厚さ25mm
直径1.8m,厚さ25mm
直径1.6m,厚さ25mm

鋼管杭（単管）

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

イメージ図

中詰めモルタル

EL+15m

消波ブロック

埋戻⼟
（掘削ズリ）

既設護岸
被覆⽯

基礎捨⽯

岩盤

埋戻⼟
（粘性⼟）

防波壁←海 陸→

改良地盤 砂礫

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭（単管）

▽HWL.EL+0.46

消波ブロック

埋戻⼟
（掘削ズリ）

既設護岸

被覆⽯

基礎捨⽯

岩盤

埋戻⼟
（粘性⼟）

防波壁
←海 陸→

EL+15m

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭（単管）

▽HWL.EL+0.46

セメントミルク

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）断⾯図

防波壁（多重鋼管杭式擁壁（改良地盤部））断⾯図

鋼管杭断⾯図



13【 No.2-4 】防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁の構造概要）
N防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）を構成する部位

は，鋼管杭，逆Ｔ式鉄筋コンクリート擁壁，⽌
⽔⽬地であり，基礎地盤である岩盤により⽀持さ
れている。また，直下の埋戻⼟（掘削ズリ）を地
盤改良している。
なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置

しているが，アンカーの効果を期待しなくても，耐
震・耐津波安全性を担保している。

※グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

改良地盤

防波壁

←海

陸→

消波ブロック

埋戻⼟
（掘削ズリ）

既設護岸

基礎捨⽯
岩盤

鋼管杭(φ1.3m，t=22mm)
グラウンドアンカー※

EL+15m

▽HWL.EL+0.46

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）断⾯図



14【 No.2-5 】防波壁（波返重⼒擁壁の構造概要）
N防波壁（波返重⼒擁壁）を構成する部位は，

波返壁，⽌⽔⽬地であり，ケーソンを介して基
礎地盤である岩盤により⽀持されている。また，
⼀部区間においてケーソンと岩盤の間に介在する
砂礫層を地盤改良している。
なお，グラウンドアンカー（永久アンカー）を設置

しているが，アンカーの効果を期待しなくても，耐
震・耐津波安全性を担保している。

防波壁

消波ブロック

岩盤

埋戻⼟（掘削ズリ）

ケーソン（既設護岸）
←海 陸→

EL+15m

グラウンドアンカー※

ＭＭＲ

※グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

▽HWL.EL+0.46

防波壁

消波ブロック

岩盤

埋戻⼟（掘削ズリ）

ケーソン（既設護岸）←海 陸→

砂礫

グラウンドアンカー※

改良地盤

EL+15m

ＭＭＲ

▽HWL.EL+0.46

防波壁（波返重⼒式擁壁（改良地盤部））断⾯図 防波壁（波返重⼒式擁壁（岩盤部））断⾯図
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h

対策⼯平⾯図

防波壁（⻄端部）位置図

２号炉
原子炉建物

防波壁

T.P.+30m

T.P.+20m

防波壁

対策⼯断⾯図

B-B断面
尾根線

h

撤去範囲

表層すべり（自社調査結果）

尾根線

防波壁に向かうすべり方向

防波壁に向かわないすべり方向

h

地滑り地形（防災科研調査結果）

凡例

T.P.+30m

T.P.+10m

T.P.+20m

T.P.+40m

尾根線

岩盤

岩盤

A-A断面

0 10m 0 10m

防災科研調査結果の地滑り地形付近において確認された礫質⼟及び粘性⼟については，過去の表層す
べりの可能性が完全に否定できないことから，防波壁周辺斜⾯の安定性確保のため，撤去することとする。

撤去範囲については，防波壁に与える影響を考慮し，尾根線に囲まれた内側の範囲について，岩盤部ま
での礫質⼟及び粘性⼟を全て撤去することとする。

【 No.2-6 】防波壁（開削⾯露頭上部の性状1／2）
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対策⼯では岩盤を確認できる深度まで礫質⼟及び粘性⼟を撤去する。

【 No.2-7 】防波壁（開削⾯露頭上部の性状2／2）

h

対策⼯平⾯図 開削⾯露頭スケッチ（⼀部）

撤去範囲

剥ぎ取り調査①地点

 

凝灰質頁岩

黒色頁岩

N

礫質土

鍵層Kshの上部

露頭写真（解釈線有，2019年10月24日撮影）

岩盤確認位置

19W1

開削面露頭

剥ぎ取り①

撤
去

範
囲

19W1孔 コア写真（G.L.0.0〜-4.0m）

↑岩盤確認深度

撤
去

範
囲
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低圧原子炉 

代替注水ポンプ 

残留熱 

除去系より 

復水輸送系より 

原子炉建物 

低圧原子炉 

代替注水槽 

格納容器代替 

スプレイ系より

接続口 

MO 

原
子
炉
圧
力
容
器 

原子炉格納容器 

MO MO 

MO 

MO 

ペ
デ
ス
タ
ル 

スプレイ水

【 No.3】低圧原⼦炉代替注⽔ポンプ概要

低圧原⼦炉代替注⽔ポンプ

低圧原⼦炉代替注⽔ポンプにより，原⼦炉への注⽔，格納容器スプレイ及びペデスタル注⽔が
可能な設計とする。

低圧原⼦炉代替注⽔ポンプ仕様

台 数 １（予備１）
容 量 約230m3/h/台
全揚程 約190m

凡例
：低圧原子炉代替注水系
：格納容器代替スプレイ系及びペデスタル代替注水系



18【 No.4-1 】格納容器フィルタベント系
格納容器フィルタベント系は，原⼦炉格納容器内雰囲気ガスをフィルタ装置に導き，放射性物

質を低減させた後に原⼦炉建物頂部付近に設ける放出⼝から排出することで，原⼦炉格納容
器内の圧⼒及び温度を低下できる設計としている。

排気配管

EL.65m



19【 No.4-2 】ラプチャディスクの設定破裂圧⼒
 ラプチャディスクの設定破裂圧⼒

格納容器フィルタベント系の系統に設置するラプチャディスクの設定破裂圧⼒は，80〜110kPa[dif]（ラプチャディス
ク前後差圧）としている。

 ラプチャディスク設定破裂圧⼒の考え⽅
格納容器フィルタベント系を使⽤する際に，ベント実施の妨げにならないよう，ベント開始時の原⼦炉格納容器圧⼒

（427kPa[gage]）と⽐較して⼗分低い圧⼒で動作するように設定するとともに，以下のラプチャディスク周りの圧⼒変
動も考慮し設定している。

※気象庁HP「中⼼気圧が低い台⾵ (統計期間：1951年〜2019年第13号まで)」より 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

 系統内への窒素ガス封⼊圧⼒
プラント通常運転中に系統内を窒素ガスで不活性化するた

め，約 の微正圧となる。
 外気圧の変動による影響

窒素ガス封⼊により系統内の圧⼒が微正圧となるため，放
出側（⼤気開放側）の⼤気圧⼒が低下し，差圧が⼤きくな
る可能性がある。このため，国内で観測された最低気圧
925hPa※に基づき，約10kPaを外気圧の圧⼒変動として考
慮する。
 外気温度の上昇による影響

格納容器フィルタベント系の配管を⼀部屋外に設置している
ことから，夏場の⽇射により系統内の窒素ガスが膨張し，系統
内の圧⼒が上昇する可能性がある。このため，約        を⽇
射による系統内の圧⼒上昇として考慮する。

を 以上より，ラプチャディスク周りの最⼤圧⼒変動幅約          
考慮し，ラプチャディスクの設定破裂圧⼒を80〜110kPa[dif]と
設定している。

圧⼒開放板
（ラプチャディスク）



20【 No.4-3 】格納容器フィルタベント系の⽔素対策
格納容器ベント停⽌後において，スクラビング⽔の放射線分解で⻑期的に発⽣する⽔素が系統

内に滞留しないよう，可搬式窒素供給装置により窒素を供給し，系統内の排気及び不活性化
ができる設計としている。

原子炉建物南側
窒素供給ライン 接続口

可搬式窒素供給装置 仕様
台数 1（予備１）
容量 約100m3/h

供給圧⼒ 約600〜900kPa[gage]
保管場所 第１保管エリア及び第４保管エリア



21【 No.4-4 】格納容器フィルタベント系の計装設備

設置場所 監視項目 個数 測定範囲

① スクラバ容器水位 8

② スクラバ容器圧力 4 0～1MPa

③ スクラバ容器温度 4 0～300℃

④ フィルタ装置出口配管圧力 2 0～100kPa

設置場所 監視項目 個数 測定範囲

⑤
第１ベントフィルタ装置
出口水素濃度

1(予備1) 0～20％/0～100％

⑥
第１ベントフィルタ出口
放射線モニタ

2
1

高レンジ：10-2～105Sv/h

低レンジ：10-3～104mSv/h

⑦ スクラバ水pH 2 pH0～14

格納容器フィルタベント系の計装設備として，以下を設置する。

⑥
⑤ ④

②

①

③ ⑦ 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



22【 No.4-5 】格納容器フィルタベント系の附帯設備
スクラビング⽔が減少した場合に補給できるよう，常設の薬品タンク及び移送ポンプを設置してい

る。また，移送ポンプにより，ベント後の放射性物質を含むスクラビング⽔をサプレッション・チェンバ
に移送できる設計としている。
万⼀，スクラバ容器から第１ベントフィルタ格納槽内に漏えいした場合に，漏えい⽔をサプレッショ

ン・チェンバまたは外部へ排出できるよう，常設の排⽔ポンプを設置している。

補給ライン（常設）
補給ライン（可搬）＊

スクラビング⽔排⽔ライン
漏えい⽔排⽔ライン

移送ポンプ
排⽔ポンプ

＊：可搬設備による直接補給が
可能な設計としている。

移送ポンプ 主要仕様
容量 約10m3/h
基数 １

排⽔ポンプ 主要仕様
容量 約２m3/h
基数 １



23【 No.5 】補助消⽕設備（2号炉廻り消⽕系）
消⽕⽤⽔供給系の⽔源のうち，２号炉廻り消⽕系の⽔源である補助消⽕⽔槽は，供給先で

ある2号炉の屋内消⽕栓及び屋外消⽕栓に関し，2時間以上の放⽔に必要な⽔量(120m3)
に対して⼗分な⽔量を確保するとともに多重性を有する。（約200m3/基×2基）
消⽕ポンプは，補助消⽕ポンプ（電動機駆動）を2台有し，多重性を有する設計とし，外部

電源喪失時であっても機能喪失しないよう，⾮常⽤電源より電源を確保する。

非常用電源より

2号炉屋内消火栓

屋外消火栓

補助消火水槽
約200m3

電動機駆動消火ポンプ

非常用電源より

補助消火水槽
約200m3

補助消⽕ポンプ設置エリア

消⽕⽤⽔供給系の概要（補助消⽕⽔槽の例）
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⻄側ＢＯＰ

北側BOP

原⼦炉建物

【 No.6-1 】ブローアウトパネル関連設備について（1/3）
ブローアウトパネルの要求機能
原⼦炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（BOP）は，主蒸気管破断事故（MSLBA）時等の放出蒸

気から原⼦炉格納容器（PCV）等を防護することを⽬的に設置している。
屋外と原⼦炉建物の設定差圧以下で開放するとともに，⼆次格納施設バウンダリとして，弾性設計⽤地

震動Sdで開放しない設計とする。
【要求機能】
①閉維持機能：⼆次格納施設バウンダリ機能
②開放機能：MSLBA時等に設計差圧以下で開放することによるPCV等の防護機能

設置位置
北側２箇所，⻄側１箇所の合計３箇所に設置している。

北側BOP外観※

北側BOP2箇所

⻄側BOP外観

⻄側BOP１箇所

※現状は⻯巻防護ネットが設置されている。

原⼦炉建物上での配置概要
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要求機能の成⽴性検討
要求機能の成⽴可否について，先⾏プラントにおける検討⼿法を踏まえ，島根２号炉の建物条件で成⽴

性を検討した。
[北側BOP]
現状の開放設定圧⼒を引き上げることにより（下図のP2），⼆次格納施設のバウンダリ機能を維持可能

である。
[⻄側BOP]
外壁⾯外応答が増幅することにより，BOP開放⽅向の慣性⼒が⼤きくなる。当該慣性⼒で開放しない設

計差圧とする場合（下図のP4）は，MSLBA時におけるPCV等の防護機能を満⾜しない。

北型BOPは閉維持圧⼒（P2）＜開放圧⼒（P3）となり，成⽴
⻄側BOPは開放圧⼒（P3）＜閉維持圧⼒（P4）となり，不成⽴

対応⽅針
MSLBA時に北側BOPのみ開放する条件で解析を実施した結果，PCV等は防護される⾒込みであるため，

⻄側BOPについてはブローアウトパネルとしての機能に期待せず，地震時等においても⼆次格納施設バウンダリ
機能を維持出来るよう閉鎖する⽅針とする。

要求機能と開放圧⼒の関係

開放機能（≦P3）
北側BOP閉維持機能（≧P2）

P1 P2 P3低 ⾼

⻄側BOP閉維持機能（ ≧ P4）

P4

要求機能成⽴範囲
現状

引き上げ

【 No.6-2 】ブローアウトパネル関連設備について（2/3）
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 重⼤事故等対処設備としての位置付け
ブローアウトパネルが開放した状態で炉⼼損傷した場合，開⼝部を閉⽌し，原⼦炉建物の気密性を確保することにより，

原⼦炉制御室の居住性を確保するための設備としてブローアウトパネル閉⽌装置を重⼤事故等対処設備として設置する。
なお，ブローアウトパネル閉⽌装置の操作については，現場操作及び遠隔操作が可能な設計とする。

・構造
欧州加圧⽔型炉（ＥＰＲ）に設置されている気密ダンパをベースに詳細設計中

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

BOP閉⽌装置概要図
（注）詳細設計中であり，変更の可能性有り

【 No.6-3 】ブローアウトパネル関連設備について（3/3）



27
【 No.7-1 】⾮常⽤ディーゼル発電設備燃料移送系

(1/2)
A系（HPCS系）とB系との⽕災影響を考慮した系統分離を図り，また，B系単独で必要容量

の燃料を確保する⽬的で，B系の燃料貯蔵タンク，燃料移送ポンプ及び，それらを接続する配
管等を新規に設置する。
A系単独で燃料の必要容量を確保する⽬的で，現在のB系燃料貯蔵タンクをA系として使⽤す

る。
燃料貯蔵タンク
（地下式）

燃料移送
ポンプ

燃料
デイタンク

系列 タンク容量 必要な容量

A系 170kL×２基 272kL
HPCS系 170kL×１基 156kL

B系（新設） 100kL×３基 272kL

ディーゼル
発電機

A系

HPCS系

A系
（旧B系）

B系
（⼀部新設）

⽕災影響を考慮した
系統分離

燃料移送系 系統概要図

【凡例】
：A系（区分Ⅰ）
：B系（区分Ⅱ）
：HPCS系（区分Ⅲ）

新設範囲

Ａ

HPCS

A2

B2

B3

B1
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【 No.7-2 】⾮常⽤ディーゼル発電設備燃料移送系

(2/2)
新設するB系の燃料移送系（燃料貯蔵タンク，燃料移送ポンプ，配管等）は，A系及び

HPCS系とは異なるエリアに設ける。
新規に設置するB系のタンク，ポンプ等は，２号機原⼦炉建物南⻄側の地下に設置する。

B－デイタンクHPCS－
デイタンク

A－デイタンク

原⼦炉建物

B系（新設）
燃料貯蔵タンク
地下格納槽

B系（新設）
燃料移送配管ダクト

燃料移送系 配置概要図

A系，HPCS系（既設）
燃料貯蔵タンク・移送ポンプ
地下ピット

【凡例】
：A系（区分Ⅰ）
：B系（区分Ⅱ）
：HPCS系（区分Ⅲ）



29【 No.8-1 】サプレッション・チェンバ
サプレッション・チェンバは，⼤半径18.93ｍ，⼩半径4.7ｍの円環形状構造物であり，32箇所

のサプレッション・チェンバサポートで⽀持されている。

サプレッション・チェンバサポート

No. 品 名

① サポート

② 基礎ボルト

③ フランジ

④ ベース

⑤ ベースプレート

⑥ シアプレート

⑦ シアキー

⑧ リブ

サプレッション・チェンバ
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【 No.8-2 】ベント系の耐震補強

(サプレッション・チェンバ内)
ベント系は，ベント管，ベントヘッダ，ダウンカマにより構成されている。
耐震補強として，ジェットデフレクタへの補強リブ追設，ベントヘッダ⽀持構造物の構造変更，

ダウンカマへの補強リブ追設を実施している。
① ジェットデフレクタへの補強リブ追設

②ベントヘッダ⽀持構造物の構造変更 ③ダウンカマへの補強リブ追設

ベント管
②ベントヘッダ

③ダウンカマ

①ジェットデフレクタ

サプレッション・チェンバ

補強リブ追設

補強リブ追設
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⑥⑤

【 No.8-3 】サプレッション・チェンバ内部
サプレッション・チェンバ監視計器を以下に⽰す。

サプレッション・チェンバ

②①

①

②

④

④

④④

④

④

③

③

③

③

NWL

①

②

③

④

ﾌｨﾙﾀﾍﾞﾝﾄ抜出ﾗｲﾝ

：SA設備
：DB設備

凝縮槽

区分 監視項⽬ 個数 測定範囲 計測⽅式
① SA サプレッション・チェンバ温度（SA) 2 0〜200℃ 熱電対
② SA サプレッション・プール⽔温度（SA) 2 0〜200℃ 測温抵抗体
③ DB サプレッション・チェンバ温度 4 0〜200℃ 熱電対
④ DB サプレッション・プール⽔温度 12 0〜150℃ 測温抵抗体
⑤ SA サプレッション・プール⽔位（SA） 1 -0.80〜5.50m 差圧式⽔位検出器（凝縮槽有）
⑥ DB サプレッション・プール⽔位 2 -50〜+50cm 差圧式⽔位検出器（凝縮槽有）



32【 No.9-1 】⾼圧原⼦炉代替注⽔系
原⼦炉冷却材圧⼒バウンダリが⾼圧の状態であって，原⼦炉を冷却するための設備として⾼圧

原⼦炉代替注⽔系を設置する。

原子炉建物

サプレッション・チェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器

給水系より

主蒸気系へ

残留熱除去系へ

原子炉隔離時冷却ポンプ

駆動用蒸気タービン

ドライウェル

MO MO 

AO AO 

MO MO HO 

MO 

原
子
炉

浄
化
系
よ
り

原子炉隔離時

冷却ポンプ

MO 

MO MO 

MO 

高圧炉心

スプレイ

ポンプ

MO 

MO 

高圧原子炉

代替注水ポンプ

駆動用蒸気タービン
高圧原子炉

代替注水

ポンプ

MO 

MO 

MO 

MO 

残留熱除去系へ

MO 

復水貯蔵

タンク

MO 

残留熱除去系へ

MO 

MO 

MO 

AO 

ストレーナストレーナ

スパージャ

：蒸気（排気含む）ライン

：注水ライン

MO 

MO MO 

残留熱除去系へ
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 重⼤事故等対処設備としての位置付け
全交流動⼒電源喪失及び直流電源系統（DB）喪失時においても，炉⼼損傷を防⽌するための⾼圧注⽔設備として，⾼圧原⼦炉代替

注⽔系（HPAC)を重⼤事故等対処設備として設置する。中央制御室操作に加え現場にて⼈⼒による起動が可能なよう設計する。
 機器配置
・HPACポンプ

NPSH及び試験検査性（定期試験及び分解点検等）を確保可能とするため，原⼦炉建物地下２階のC-RHRポンプ室に設置する。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

【 No.9-2 】⾼圧原⼦炉代替注⽔系の設計について（1/3）

：NPSH確保可能エリア

： のうち試験検査性確保可能エリア
（主蒸気による性能試験）

： のうち試験検査性確保可能エリア
（分解点検）

原⼦炉建物地下２階
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

 機器配置
・HPAC配管及び弁

RCIC及びHPACは主蒸気を内包する系統であり，配管破断等により主蒸気が漏えいした場合は，原⼦炉冷却材喪失事故（LOCA)となる。HPAC設置
には以下を考慮する。
１．通常運転時（RCIC/HPAC待機時）におけるLOCAのポテンシャルが可能な限り⾼くならない配管ルートを選定する。
２．万⼀，主蒸気が漏えいした場合においても，主蒸気バウンダリ機器が設置されるエリアがHPAC設置前と変わらないよう，配管及び弁を設置する。
３．RCIC駆動⽤の蒸気圧⼒が低圧となった場合においても注⽔性能を確保できるよう，圧⼒損失が上昇する要因となる新設弁を追設しない。

：既設ＲＣＩＣライン
：新設ＨＰＡＣライン
：RCIC/HPAC主蒸気バウンダリ機器設置エリア

実線：プラント通常運転時の主蒸気バウンダリ
点線：RCIC/HPAC起動時の主蒸気バウンダリ

（蒸気タービンまで）

原⼦炉建物１階 原⼦炉建物地下１階 原⼦炉建物地下２階

【 No.9-2 】⾼圧原⼦炉代替注⽔系の設計について（2/3）
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MO

RCICポンプ室C-RHRポンプ室 RCICHPAC

① ②

③
④

【 No.9-2 】⾼圧原⼦炉代替注⽔系の設計について（3/3）

 RCIC蒸気系統異常時の隔離インターロック（①，②，③弁が閉動作）
（ａ）蒸気管漏えい

作動条件：RCIC蒸気管が破断した場合に作動する。
（ｂ）RCICポンプ室配管周囲温度異常⾼

作動条件：RCICポンプ室に設置される機器から蒸気漏えいが発⽣しRCICポンプ室
が⾼温（93℃）に到達した場合に作動する。
（ｃ）タービン排気ラプチャ作動

作動条件： タービン排気圧⼒が⾼くなりラプチャが破裂した場合に作動する

主蒸気系

原⼦炉隔離時冷却系及び⾼圧原⼦炉代替注⽔系 系統図

原⼦炉建物１階

原⼦炉建物地下２階PS

（a）蒸気管漏えい

（b）RCICポンプ室配管周囲温度異常⾼

（c）タービン排気ラプチャ作動

RCIC隔離後のHPAC起動⼿順は①，②弁を開操作後に④弁を開操作する。開操作条件は以下。
（a）が作動した場合：RCIC兼HPACの蒸気供給ライン（⾚線と緑線の重複）の損傷がないことを確認後，

中央制御室⼜は現場にて弁開操作を⾏う
（b）が作動した場合：RCICポンプ室内のHPAC蒸気ライン（⾚⾊）の損傷がないことを確認後，

中央制御室⼜はRCICポンプ室温低下後に現場にて開操作を⾏う
（c）が作動した場合： RCIC兼HPACの蒸気排気ライン（⾚線と緑線の重複）に閉塞等がないことを確認後，

中央制御室⼜は現場にて開操作を⾏う

MO MO

MO

dPS
TSMO

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



36【 No.10-1 】RCIC現場⼿動操作による起動(1/2)
全交流動⼒電源及び常設直流電源系統喪失時に，現場での⼈⼒による原⼦炉隔離時冷却

系の起動操作を実施する。

床



37【 No.10-2 】RCIC現場⼿動操作による起動(2/2)
原⼦炉隔離時冷却系起動操作は，ポンプ室にて実施する。
原⼦炉隔離時冷却系起動後は，タービングランド部からの蒸気漏えい等に伴うポンプ室の雰囲

気温度の上昇による影響を避けるため，起動後の流量調整はポンプ室外（※）にて外側蒸気
隔離弁を操作することにより実施する。
（※）原⼦炉棟地上中１階東側PCVペネトレーション室

外側蒸気隔離弁
（MV221-21）弁操作（例）

MV221-22等

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



38【 No.11 】島根１号 ドライウェルフランジ部

PCV・RPV上蓋開放時（R/B４階から撮影）PCV上蓋閉⽌時（PCV内から撮影）

PCV胴側フランジ部及びガスケット

PCV胴側フランジ

PCV上蓋フランジ

フランジ部

フランジ部概要図 PCV上蓋フランジ部
（※写真２号炉。１号炉も同様のタングあり）

タング タング

ガスケット

PCV上蓋

PCVフランジ部

原⼦炉格納容器全体図



39【 No.12 】島根１号 圧⼒容器ペデスタル

圧⼒容器ペデスタル構造図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



40【 No.13 】島根１号 主蒸気隔離弁

主蒸気隔離弁構造図

流れ⽅向

主蒸気隔離弁仕様

個数 内側弁：４
外側弁：４

呼び径 400Ａ

駆動⽅式 内側弁：窒素及びバネ作動
外側弁：空気及びバネ作動

漏えい率 10％/d（１個あたり）
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原⼦炉格納容器全体概要図

【 No.14 】島根１号 原⼦炉格納容器
原⼦炉格納容器仕様

型式 圧⼒抑制形
形状 ドライウェル：フラスコ形

サプレッション・チェンバ：円環形
最⾼使⽤圧⼒ ドライウェル：0.427MPa

サプレッション・チェンバ：0.427MPa
最⾼使⽤温度 138℃

漏えい率 0.5％/d

サプレッション・チェンバ概要図
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42【 No.15 】島根１号 ⾮常⽤ガス処理系
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ラプチャディスク

ファン容量 1,900m3/h/個
よう素

除去効率
97％以上

(湿度80%以下において)⾮常⽤ガス処理系系統概要図
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43【 No.16 】島根１号 耐圧強化ベントライン

ラプチャディスク
設定破裂圧⼒
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耐圧強化ベントライン系統概要図
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。




